
春日井市の地域構造

栗 原 光 政

1． 序

大都市の周囲に立地する中小都市は母都市からの溢流人（

1）
口や遠心的移動工 場の進出にあい，激しい 都市化を うけ，

農地 潰滅の現象が顕著 となつている。 このよ うに大都市圏

内にある都市は大都市の膨脹発展による激しい都市化をう

け ると共に，一方地方都市自体の成長をなしているが，こ

れを単一の地域内にど ううけとめてい くか とい う点で共通

した都市計画上の課題を もつてい るものである。更に これ

らの都市が有力な歴史的な核心地を もたない場合は如何に

してこの地域統一体の核心地区を育成す るか とい う課題を

併せ もつわけであ る。

以上のよ うな現代都市 の当面する課題を指摘し ，その対

策を たてる ことは都市地理学において重 要な研 究の一分野

であると考え る。

本報告は この隴点にたつて名古屋市の東北部に接する春

日井市に例を とつて， その機能的地 域を検出し，地域構造

上に現 われた間風点を考察し，対 策の2 ．3 について試案

を示し たものである。

春日井市は鳥居松（昭和14年着工・15年完成）・鷹来（昭

和15年着工。16年完成）の両陸軍工廠が設置されたのを契機

として勝川町。鷹来村。鳥居松村・篠木村の4ヶ町村が合

併して昭和18年6 月1 日に 市制を施行した軍需工業 都市で

ある。合併時の人口53,709 人， 最高人口62,174 人( 昭和20

年) となつたが，昭和20年8 月14 日両工廠が爆撃を うけ，

続いて終戦を迎えた。

本市の如く戦時中軍 の施設 ゆえに誕生し ，にわかに 発達(3)

した都市には中心となる歴史的核の存在しない ものが多い，

従つて終戦によつて軍 の施設が 機能を失つた場合，有力な

核心を失しない，そのため分裂解体の危機にさらされた市

もある。本市とし ては第1 図の如 く残された工廠跡の広大

な敷地(鳥居松工 廠30万坪 。鷹来工廠24万坪)と，労務者住

宅等を如何に活用するかが大きな課題となつ たのである。

昭和26年鳥居 松工廠跡に王子製紙春日井工場を誘致し た

のを始めとし，昭和34年7 月末日までに43工場の敷地を決

定し ，ここに名古 屋工業地帯の一環 とな る工業都市 として

スタートす ることになつたのである。

一方 名古屋市 との近接性のためその影響を うけて著しい

住宅化が進 み近郊住宅都市とし ての性格を強化しつつあ 耻

このよ うに本市では近来住宅 化，工 場化が顕著 となつてい

る。殊に昭和30年1 月1 日には東部 に接す る高蔵寺・坂下

の2 町を併合し，広い 市域 と有力な核心地を もたない 本市

にとつて新都市建設 の計画を樹 立す るのは最良の機会とい

い うるのである。

2． 自 然 的 背 景

先ず地域構造の

基盤となる自然的

背景について簡単

に記述する。

本市は東部の尾

張丘陵と西部の濃

尾平野との漸移地

帯に立地し，その

地形は濃尾平野東

部にみられる5 段

の段丘面を主体と

し，その北東部に

ある新第三紀丘陵

と古生層山地とよ

りなつている。そ

のうち都市の機能

的地域と深い関係

のあるのは段丘面

と現堆積面とであ

る。段丘面の分類
叫）

は山本荘毅博士の

t　鳥居松工廠（現在王子製紙・市庁舎．中学校等として使用）l　鷹来工廠（名城大学・日通一部

使用　13万坪空地）Ⅲ　西山分工廠（弾薬雎として自衛隊使用）IIII　木附補給廠（航空自衛隊高蔵

寺基地として使用）V　四ッ谷補給廠（県立種畜場．電源開発変電所．西松建設として使用，他は民

有地）M　 各務原航空隊分遣隊兵舎（中学校 として使用のち極東開発 の敷地 とな る）

工廠労務者用 住宅　 軍 都整備事業 として戦時中着工された土地区劃整理区域

第1 図　　残 された軍需関係施 設（ 昭和20年末）
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第2図　　　段 丘 地 形 区 分 図

1桃山面　2田楽面　3小牧面　　3'中間面　4　鳥居松面　4'中間面　5春日井面

た
ものを使用した。それは第2 図の如く洪積層の桃山面 。田
らが
楽面・小牧面・鳥居松面と沖積層の春日井面とである。

最上部の桃山面は田楽原や大泉寺新田などがのるもので

ある。新第三紀丘陵の縁辺部にあるが，開柝が進んで侵蝕

面となり基盤の尾張夾炭 層が殆んど露 出し，多 くが桃畑に

利用されてい る。

次の田楽面は田楽・下原・東野等ののる面で，次の小牧

面との比高は7m－8mで明瞭な崖端部をもつて境され，

現在は普通畑 に利用 されているが，戦時中は桑園が主で，

その地域に鷹来工 廠や西 山分工廠が設置された。

その下部 の小牧 面は上部の田楽面に比し て極めて広い範

問に分布し，東部か ら西部へ約3 ％の傾斜をし小 牧市まで

のびてい る。西部の新木津用水の灌域や大 池の下流域は水

田化されてい るが，東部は普通畑 が卓越し， 最近は果樹 園

化が進んでいる。

更にその下部の鳥居松面は庄内川の旧堆積面で，勝川。

鳥居松。高蔵寺等の市部地をのせ，その南に4m一5mの

比高をもつ段丘崖が形成されている。唯この南西部は木曾

川の旧堆積面と連伝，小木（西春日井部北里村）・豊場

（同郡豊山村）・味鋺（名古屋市北区）等を結ぶ海抜8m

線付近で氾濫原下に没し てい る。 この鳥居松面 も新木津用

水の灌域は水田化されてい る。

この下部に沖積層の春日井面があり，王子 製紙の工場が

立地する。 この面の西部は庄内川の氾 濫原化に没し 境界は

明瞭でない。併し庄内川 と内津川との合流点付近で1.5m

－2m の比高を もつ新しい 段丘崖が形成されてい る。この

谷 日井面 とこれに接 する現 堆積 面は庄内川・内津川よりの

用水によつて水田化されてい る。

以上の5段に及ぶ段丘面とその北東部にある新第三紀丘

陵は東高西低の傾斜をなし，数回の堆積と隆起とを繰返し

て今日に至つたもので尾張構造盆地の地盤運動と関連をも

つている。そのため庄内川。内津川を始め市域内の各河川

は略北東から南西の流路をとり，勝川町の南西方の堆積面

が河川水の集中地となるので ある。従つて自由地下水や被

圧地下水 もまた同様の方向に流れ，王子 製紙の工場に向つ
（5）

て集中し ，此処に春日井自噴帯が形成されている。

次に気 候的な面 で注意を要するのは年間通して北西系統

の乾燥し た季節 風が卓越（年間の66％）することである。

以上の自然的背景から部市計画上考慮される点は，北西

風の風下に当る現堆積面及び春日井面の低地は地下水に も

恵まれて工業地 域に適している。一方 風上に住宅適地の段
した

丘面 があり，両者 の接 触地に下街道沿いの商店街が展開し

地域構造 の基盤をなしてい ることである。

3． 機 能 的 地 域 の 検 出

本市の機能的地域を検出するため部市的要素とみられる

商店・工場・住宅等の分布図を作成した。商店の分布は昭

和33年7 月1 日に実施された商業統計調査の資料を用い，

工 場の分布は昭和33年12月31日に調査された工業センサス

の資料を用い，住宅の分布は本市部市計画課作成の建物用

途別地図（ 昭和33年調）を使用し た。尚 市税務課の調査に

よる昭和25年より同33年に及ぶ家屋新築数 。宅地分割件数

・地目変換（農地より宅地へ）件数等を町毎に密度を算出

し，部市化の進行状況をみる指標 とし た。 その他 人口密度

や人口増加率(1955 一1958年）等 も町毎に算出し地域検出

の参考とした。
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第3図　　　　　　　　　　　　住宅と商店街

労務者住宅K
県営住宅S
市営住宅

一 般 住 宅密 集地

商店街

① 商 店 街 の 分 立

先ず都市機能の中枢的存在たる商店街の配置状況を商店

かちがわ　こうぞうじ分布図（省略）によつてみると，鳥居松・勝川。高蔵寺・

坂下の4地区があげられる。（第3図参照）これにつぐもの

とし て 味 美 ・町 屋地 区 に 直 線 状の 商 店 街 の形 成 さ れつ つ

あ る ことが 認 め られ る。 併し200m 内 に5 軒 以 上 商店 の連

続 す る地 区 を とつ て みる と商 店 街 の形 成 の顕 著 な の は前 記

の4 地 区 の み で， その 中で も鳥 居 松 ・ 勝 川 が極 め て明 瞭な

商 店 街 とな つ てい るので あ る。 この点 更 に 商店 分 布 図 に200m

の方 眼 を かけ4ha 当 り の 商店 密 度 を 求 め て み て も，

最 高地 点16 店 以上 の 地 区が 前 記4 地 区 の 核 心 部 に 検 出 さ れ

て くる ので あ る。

これ ら4 商 店 街 はい ず れ も街 道 町 とし て発 達 し た もの で

あ る。 そ の内 勝 川 。鳥 居 松・ 坂 下 は 江戸 時代 下 街 道 に 沿 つ

て発 展し た もの で あ る。 従 つ て 此 等 の商 店 街 に は 城 下 町 に

見 られ るよ うな 名 店老 舗 （ 商 店 街 の質 を 高 める の に 役 立つ

ている）は見られず，農村相手の日用品を販売する商店が

存在するに過ぎないのである。その後国鉄中央線の問通

（明治33年）によつて，勝川・高蔵寺では駅が既成の街道

町に近接して設置されたため両者が直結して市街地の発展

をみたものである。これに対し鳥居松は町と駅との間が

1,000mも離れ，殊に駅の開設が昭和2年であるため，駅

前集落の発展は遥かに遅れ，工廠設置によつて漸く両者の

結合が促進されることになるのである。従つて戦前は郡政

の中心地であつた勝川が鳥居松を圧していたが，戦後は市

域の中心となつた鳥居松の発展が顕著となつている。（6）

次にこの4主要商店街の性格を把握するため買廻品店率を

算出した。商店街の範囲は商店の連続する地域とした。表

1の如く買廻品店率は鳥居松が最高で52％，勝川がこれに

ついで50％，高蔵寺47％，坂下31.52%となり，比率の上で

は鳥居松と勝川 とが買廻品 商店街，高蔵寺 。坂下は最寄品

商店街 といい うるのである。木地節郎氏は買廻品店数が全

〔第1 表〕　　　　　　　　　　 主　要　商　店　街　の　性　格

商　　　店　　　街 �店舗数�買廻品
店 �比 ��飲食店�比 ��

ラ ジ オ �
時　計

メガ ネ�
化粧品
洋　品�比 �

�映画館�パ チ
ン コ�

銀行��店舗数�
一店当り販
売額　年間

鳥居松6・7 丁目
八事1 ．2丁目 �114�G5 �52.0��14�12. 3��5 �2 �21 �18.4�

�2 �2 �2 ��172�620.8万円

�42 �19 �
←45.2��8 �19.0��1 �1 �4 �9.5 ��

����38�465.5上条1丁目　八事3丁目

勝川7丁目　旭1丁目
松新1・2丁目 �90 �45 �50.0��9 �10.0��2 �4 �9 �10.0--10.3�

�1 �2 �2 ��98�485.6〃

������11.5��3 �2 �8 ���1 �1 ���96 �224.レ高　蔵　寺 �78 �37 �47.4��9

坂　　 下 �54 �17 �31.5��2 �3.7��0 �1 �8 �14.8��1 ����51�1 33. 9 〃

A ������������B �����I　　C

A は商業統計調査による（ 昭和33年7 月1 日）　　B は現地調査（昭和34年7 月）C

は商業統計調査個表より水野元氏の算出せる もの（店舗数は発展会を基準）
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（7）

店舗の50％以上をしめる場合，一般的に部心商店部とする

とされているが，鳥居松。勝川の両商店部は果してそれに

該当するかどうかが問題となる。勿論「部心商店部は単に

その部市の中心的な買物湯所であるばかりでなく散歩，娯

楽の場であり，遊歩場としての性格をもつ(8）」とされている

如く，単に買 廻品店数 の比率50％の みを もつて決定 される

ものでない ことはい うまで もない 。そこで先ず買廻品店の

分類につい ての吟味が必要である。杉村暢二氏は広島の中
（9）

心商店部を決定するのに高級買廻品店率60％以上とされて(10) (11)

いる。この高級廻品店（叉は高級文化品店舗）を本市の

商店部で求めてみると，これに該当する店舗は殆ど見当ら

ない。よつて杉村氏の基準による中心商店部は本市内には

存在しないわけである。そこでいずれの部市にも共通して(12)

みられる主要な買廻品として洋品・雑貨・化粧品・服地と

いつた店舗数をとつて比率をみると鳥居松と坂下が表1の

如くやや高くなつている。この洋品・雑貨の店舗と飲食店

とを合せると鳥居松がどうにか30％をこえる程度で4商店

街の首位をしめるのである。この点商業統計調査による一(13)

店当 り売上高におい て も鳥 居松が勝川を圧して最高をし め

てい る。併し宅地の土 地評 価額で比較してみると鳥居松・

節 目の最高地価は何 れ も坪当 り2,100円で，高蔵寺（1,080

円 ）と坂下（720 円 ）とを凌いではい るが， 両者は同額で

ある。路線地 価の湯合 も最高地は共に坪 当り13,000円 と同

等に評価されてい る。従つて鳥居松が販売額や買廻品店率

で勝川よりやや優位にあるとい つて も， それで もつて直 ち

に中心商店部 と断定す るわけにはい かない。

(14)部心の機能として磯村英一教授は商店部のほか，ホテル

・飲食店・娯楽施設・信心の施設等をあげている。最後の

信心の施設が日本の部市で果し て必須 の条件かど うかは吟

味の余地はあるとして，その外のものが鳥居松地区に果し

て集中しているかどうか。先ず飲食店については表1の如

く，春日井駅前の上条町が最高であるが,これは駅前飲食店

で高級飲食店ではない。喫茶店は鳥居松と勝川とに成長し

かけている。娯楽施設となる映画館・パチンコ店も表の如

く鳥居松。勝川は略同数で，而も極めて少く所謂amuse

ment　centerとしての地区はみられない。こうしてみる

とshopping center としての資格も十分備かつていない

上に，更にamusement center をかねた所謂繁華部(15)

(busiest quarter)は全く形成されていないわけである。

これは中京大部市圏内にあるため名古屋の繁華部でその要

求が満足されているからである。併し部市人口の増加によ

つて中心繁華部地区への距離が大となり，大部市周辺にも(16)

漸次小繁華部が形成されるものであるから，本市内に も鳥

居松地区を中心に将来 このような小繁華部の成立が期待さ

れるわけである。

以上要するに現状では鳥居 松 。勝川の買 廻品 商店部が2Km

を距 てて相対立し，東方へ6Km 距てて， 夫々高蔵寺 。坂

下の最寄品商店部が存在している。このように4 商店部が

分散配置していて本市の統一性を弱め，有 機体としての核

となる中心繁華部を もたない点が本市の部 市構造上の問題

点 であ り，今後 この核心地区の育成が期待 されるわけであ

る。

②　分散立地する工場

本市内の工場分布は第4 図の如くで，主要工場は国 鉄中

央線沿線と国道19号線にそつて立地し， この外名犬国道ぞ

い・田楽地区・坂 下地区とに零細工場の集積がみられる。

本市には伝統的な在来工業 は殆んど存在しない。 ただ養蚕

(17) (18)業盛 況時に坂下 。高蔵寺を中心として 製糸工場の立地をみ

たが，現在 は高蔵寺に1 工場を残すのみとなつてい る。

第4図 工　　場　 分　 布　 図

.29 人以下の工場
A ―M　30 人以上の工場

｝ 1－43　昭和26年以後の誘致工場I一Ⅲ　その他
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〔第4図付表〕　　　30人以上の工場表

符号� 事　　業　　 所　　名 �従業者 �敷　地 ��符号 � 事　　 業　　 所　　 名 �従業者 �敷　地

A �理研炭素（黒鉛 坩堝） �
人59　　 坪

6,707 �
�

I ��

近 藤工業( 製糸) �125 �14,206

�����J �三井耐火ボ ート �53 �2,000
B � 朝 日 碍 子 �225　　15,433

�����K �高蔵寺工業（研 削砥石） �53 �4,000
C �広　正　製　陶 �61 �2,000

�����L �中央製紙（段 ボール） �40 �3,600
D �中部精工（ 紡績針，編 機） �222 �1 ，600�����M �太平化学（活性炭 素） �47　　　3,154
E �愛 知　食　品（ パン） �55 �230

F �M　E　 工　芸（プ ラスチッ ク） �67 �420 �����I �電 源開発名古屋変電所
G � 中　 央　 窯　 業 （ 耐 火 レ ン ガ ） �74 �4,600 ��

Ⅱ �

鐘紡河田蚕種製 作所 ‾
H � 志　高　綿業 （中入 綿） �30 �570 ��Ⅲ �鷹来工廠跡未利用地

闘 　 に
(但し従業当中○印は　　　　　　　　　　　　．その他は予定数)

��事　　業　　所　　名�従業者�敷　地 ��番号�年度� 事　　業　　所　　名 �従業者�敷地
1

－

�26�
王子製紙(ロ ール紙クラフト紙)�○　1,113�300,000，��23� 〃 �石川電機（配電盤） �200 �5,156

2

�29�共同羊毛(トップ） �○　　155�10,0

00 ��

2

4 �

〃 �萱 場 コ ン ク リ ート �○　　20 �1 ，000
3 � 〃 �中央 コ ン ク リー ト （ ヒュ ー ム管 �○　　68 �6,000��25� 〃 �日本 オ イル ス ト ン �10 �184
4

－ �
〃 �河 本 製 機 （ 乾 燥 機 ） �○　　14 �3,970

10,000�
�26� 〃 �山田精密（ ミシン） �170 �1,712

5

－

�31�
三幸毛糸紡績 �○　　147 ���27� 〃 �岩田産業（ オートバイ部品） �300 �1,775

6 � 〃 �春日井紙工（段ボール） �○　　　17�734 ��28� 〃 �西松建設（建設用機械） �30 �3,011
7

�32

�佐藤工業（建設機械整備） �60 �4,666��29� 〃 �名古屋商会（絵付） �450 �4,920
8 � 〃 �旭 コン クリ ート �○　　50�5,666��30� 〃 �水野製薬（アスゲン） �15 �1 ，000
9 � 〃 �中 央耐 火 物 �15 �500 ��31� 〃 �長尾ゴ ム �20 �420
10� 〃 �小　林　陶　器 �80 �2,080��32� 〃 �東洋興業（建設機械） �40 �1,000
11� 〃 �本保製作（スチールサッシ） �○　　93�7,278��33� 〃 �富 士 特 殊 紙 業 （ ビ ニ ー ル 製 品 ）

�120 �2,300
12

� 〃- �杉 野 プ レ ス �○　　12�299 ��34� 〃 �極東開発機械（ ダンプ カー） �400 �3,850
13� 〃 �丸　市　陶　業 �100 �3,454��35� 〃 �宮　木　織　布 �290 �14,521
14� 〃 �中部段ボ ー ル �100 �3,459��36� 〃 �細野商会（自動車部品） �120 �3,310
15

- �
〃 �西沢商会（ビ ニール管） �60 �1,311��37�34�マ ル コ製 薬 �126 �3,078

16� 〃 �愛知電機（ト ランス） �1，400�49,220��38� 〃 �河原紙器（ダンボール函） �150 �3,828
17�〃 �北興商会（電線） �84 �4,807��39� 〃 �名古屋段ボール �200 �3,993
18�〃 �野 垣々毛織（毛糸） �340 �6,344��40� 〃 �豊和繊維（シート） �100 �1，751
19�33�鍛治幸製作（設計施工） �240 �4,578��41� 〃 �大洋段 ボール �100 �2,932
20�〃 �而至化学（歯科材料） �200 �1，386��42� 〃 ��600�8,600��������高松電気（碍子）

21�〃 �中津川包装（段ボール） �100 �1，164��43� 〃 �中　外　陶　業 �500 �4,000
22�〃 �日本鋪道（鋪装工事） �100 �4,441

第5 図　　　　　　 春　 日　井　市　の　行　效　区　劃　図

1　新　開　町
2 岩　 野　 町
3 前　 並　 町
4 西 高 山 町
5 春 日井上ノ町
6　黒　 鉾　 町
7　中　　　　町
8 春 日井 中 町
9　宗　 法　 酊

10 下 屋 敷町
11 味美上ノ町
12 味美西本町
13 味美美濃町
41 稲 口 町
15 味美白山町
16 味美中新町
17味美花長町
18 味美知多町

19 惣 中 町20

長 塚 町21

勝川 新 町22
天 神 町23

大　 和　 通24

角　 畸　 町25

神 明 町26

妙 慶 町2
了　旭　　　　町

28　 八　光　町
29　八　幡　町
30　若　草　通
31　松　新　町
32 篠 田 町
33 杁ヶ 島 町
34 月 見 町
35 弥 生 町
36　中切　町

37 下 八 田町
38　春　見　町39

ことぶき町40
梅ヶ 坪 町

41　浅　山　町
42八事町
43 乙 輪 町
44 割 塚 町
45 貴 船 町

46　関田町
47 菅 大 臣町
48 小 木 田町
49　林　島　町
50　桜　佐　町
51　穴　橋　町
52 十三 塚 町
53 金 口 町
54 神 領 町
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表2の如く9人以下の零細工場は食料品・木製品・衣料

品等の地元消費を対象とする日用雑貨の製造業が主となつ

ている．小規模から中規模の工場では窯業・コンクリート

棠を含む土石製品製造業が中心で，機械・木製品・繊維等

の製造業がこれについでいる。窯業関係が比較的多いのは

本市が瀬戸・多治見と名古屋との中間にあり，敷地を求め

て近接地移動をしてきた

ものである。又コンクリ

ートは原料（庄内川の砂

利）と敷地とに指向して

当地に立地したものであ

る。次に100 人以上の従

業員を有する工場中，終

戦前に建てられたものに

製糸（高蔵寺駅の南西）

・窯業（春日井駅の南東

）・機械（勝川駅の北

東）の3 工場 がある。

これら終戦前の工場は何れも国鉄中央線 の駅に近接した地

域に敷地を求 めて立地し たものである。 その他の3 工場は

昭和26年以後に誘致されたものである。 本市は昭和34年7

月末までに43工場が誘致され，尚 中込があつて未決定のも

のが13に ものぼり，今後本市における工業 の主体はこれら

誘致工場に よつて支持されるわけであり，工場誘致

によつて成立した工業部 市ともいえ るものである。

次に これらの誘致工 場の業種についてみると表3

の如く機械関係が27．9％で首位をしめ，窯業・ダン

ボールが これにつぎ，以下繊維・化学・建設・ コッ

クリート・製紙等の順 となつている。即 ち機械器具

関係の内陸性工業を主 とし，それにつぐのが窯業 ・

ダ ンボール等の業種で名古屋北東部工業地帯の延長

とみられる ものであ る。 これらの誘致工場は本市内

におい ては相互に 関連はな く，又下請関連工業 とか

補完工業とい つたものも殆ど発達し てお らず， むし

ろ名古屋市内の工場 と関連を もつ ものと考えられる

のである。 そこで誘致工場の本社所在地を調査して

みると，表4 の如く名古屋市に あるものが31 工 場(72.1

％) をしめてい るので ある。尚 これら名古屋

市における区別の所在地 を表5 で みると，東・北・

千種の各ぼに存在 するものが多 く，距離的に近接す

る当市への遠心的 移動(  Decentralization )とみら

れるものである。

これら誘致工場の敷地 選定の条件として共通的に

みられるものは。

(1)名古屋市に近接して交通至便なこと。

(2)広い敷地が安価に入手し得た こと。

(3)地元民の協力があつたこと。

等である。これら敷地 の坪当り地価 としては表6 の

如く昭和32年までは坪1,000 円で決定したものが多

く， これを超 えるものは3 工 場で敷地面積 も僅かで

あつた。然 るに昭和33年にな ると，1,000 円を超え

るものが8 工場と増加し，地価の上昇が表われてい

る。併し敷地面 積か らみれば1,000 円までのものが38

％をしめ，地価 の安い所に敷地 の集中することが

うかがえる。 これが昭和34年に なると，1,000 円以

〔:第2 表〕　　　 規模別・業種別工場数(1958 年）

業　種　別 �1－9 �10一29�30一49�50－99�100－299�1300－999�1000人以
上� 計 �比

食　　料　　品 �51 �3 ��1 ����55 �31.2
繊　維　衣　料 �14 �5 �1 ��3 ���23�13.1
木 材・木製品 �17 �5 ������22�1 2.5
土　 石　 製　 品 �8 �11 ��7�1 ���27�15.3
化　　　　　 学(

ダンボール) �6 �2 �2 �1 ���1�12 �6.8
金 属 �3 �2 ������5�2 ．8

7．9機　　　　　械 �6 �6 ��1�1 ���14
そ　　の　　他 �16 �2 ������18�10.4

計

�121�36 �3 �10 �5 ��1 �176 �100.0
比

�68.8�20.4�1 ．7�5.7�2.8 ��0．6�100.0�／

(工業センサス準備調査名簿による)

〔 第3 表〕 誘致工 場の業種 と敷地（ 昭和34年7 月31日現在）

敷 地 �繊維�土石�
コ ン ク

リ ー ト �製紙�

ダ ン ボ

－ル �化学�機械�建 設 �計 ��比

300千坪 ����1 ��

�� ��1�2.310一49.9�3 ������1 ��4��9.3
5一9.9�1 ��2 ����3 ��6��14.0
3-4.9 ��3 ���4 �1 �3 �4 �15 ��34.9
1－2.9�1 �1 �1 �1 �1 �3 �4 ��12��27.9
1以下 ��2 ���1 �1 �1 ��5��11.6
計 �5 �6 �3 �2 �6 �5 �12�4 �43 ��100.0
比 �11.6�14.0�7.0　 4. 7��14.0�11.6�27.9�9.2�100.0��／

(市工 場誘致委員会資料に よる)

〔第4表〕　誘致工場の本社所在地（昭和34年7月31日現在）

敷　地 �東京�名古屋�京部�

岐

阜 �

富山�

兵

庫 �

県内�春 日井�計 �比

300千坪�

1 ��

������1 �2.3
10一49.9 ��2 �����1 �1 �4 �9．3

5 －9.9

�1 �5 �������6 �14.0
3-4.9 �2 �10 �1 ��1 �1 ���15 �34.9
1 -2. 9�1 �9 ��1 ����1

�12

�27.9
1以下 ��5 �������5 �11.6
計 �5 �31 �1 �1 �1 �1 �1 �2 �43 �100.0
比　

�11. 6 �72.1 �2．3�2．3�2.3�2.3�2.3�4.7�100. 0�／
(市工場誘致委員会資料によ る)

〔:第5 表〕名古屋市に本社を有する工 場（昭和34年7 月31 日現在）

名古屋市�繊維�土石�
コン ク

リ ート �製紙�ダ
ン ホ

ー ル �化学�機械�建
設�計 �比

東　　区 �

�

3 �1 ��1 �

�3 �｜ �8 �25.9
北　　区�1 �2 ���3 ��1 ��7�22.6
千 種 区 ���1 ����3 �1 �5

�16.1

中　　区�1 ����1�1 �1 ��4�12.9
西  区 ����1 ��1 ���2 �6．4
昭 和 区�1 ������1 ��2�6.4
瑞 穂 区 ��1 �������1 �3.2
中 村区 �������1 ��1�3.2
中川 区 ������1

� �

¶

�1

�3.2
計 �3 �6 �2 �1 �5 �3 �

1

0 �1 �31 �100.0

比　 �9.7 �19.4�6．5
�3.2

�16.1�9.7�32.2
�3.2

�100.0�／
（市工 場誘致委員会資 料による）
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下はなくなり，殊に最近

は1,500円以上に敷地面

積も多くなり，このよう

な地価の上昇は漸次工場

誘致の限界に近づきつつ

あることを示すものであ

る。然し乍ら名古屋市に

近接する地 域で1,000

円前後の低地価の敷地が

得られたことが40以上の

工場を誘致し得た最大の

要因である。

これら誘致工場の敷地

は沖積層の春日井面や現

堆積面が多く利用されて

いるが，国道19号線や名

犬国道沿いにも見られ，

最近は地価の上昇によつ

て用途地域外の鳥居松面

や小牧面への進出傾向か

現われてい る。

表7 の如く誘致工場数は年 と共に増加し，昭和34年は7

月までに既に7 工場の敷地決定をみてお り，32年以後の敷

地増加が顕著 となつてい る。その中農地潰滅の面積は34年

7 月までに175,168

坪（58町3反8

畝28歩） に及

びこれが工場用

地に転用されて

いる。昭和34年

の未決定敷地が

極めて広い面積

をしめているの

は鷹来工廠跡の13万坪の敷地（名城大学使用敷地を除く）が

人つているためである。これら誘致工場の受人れのため本

市としては昭和33年11月に用途地域を指定し，（第6図）

工業地域及び準工業地域への工場集積を企図したのである

が，その後昭和34年度においては用途地域外への誘致が5

工場(16,504 坪 ）に及び，更に未決定 のものは8 工場（156,4000

坪） もある。

以上要するに本市の工場分布は地域的に集積をみず極め

て分散的である。計画された工業地域（準工業地域を含め

て432.0ha）に指定された地区には現在155．7haの工場が

立地し, 36. 0%の面積比をしめているのみで，64％の余地

を有してい るに も拘わらず，用途地域外に誘 致されたもの

が24工場で29.22ha に及んでい ることは今後の部 市計画を

進 める上で考慮し なければな らない点である。

③　住宅地の成長

本市の住宅分布は第3図の如くである。一般住宅密集地

は鳥居松・勝川・高蔵寺・田楽等である。昭和13年副図の2

万5子分の1の地図と，昭和22年修正測図とを比較してみ

るに，これらの住宅地はこの測図の実施された昭和13年以

降即ち軍工廠設置（昭和14年着工）後にこれに関連して建

築されたものであることが読図される。殊に表8の如く軍

工廠の労務者用として県及び住宅公団の建設した集団住宅

1,027戸がある。（第川図参照）これらの住宅は洪積層上

位 の田楽面にある桃 山・北山の両住宅団地を除 き，他の も

のは殆んど洪積層下位の鳥居松面

に集中している。中でも鳥居松住

宅と寿住宅は共に200戸前後の

集団住宅地である。又戦後に建設

された市営及び県営の庶民住宅も

前者と同様この鳥居松面に多く立

地し，その周辺の住宅地化を促進

している。沖積層の春日井面では

王子製紙の社宅を始めとし，戦時

中の労務者住宅3ヶ所（土井囗・

幟。熊野），市営住宅1ヶ所（堀

之内）があり，鳥居松面につぐ住

宅地となつている。鳥居松面より

上位の小牧面にも昭和30年以後市

営住宅が分散建築され住宅地化を

〔第6 表〕誘致工場坪当り地価

（ 払下げの ものは除 く）

年度�地価 �敷地 �工場
数

29�
円600� 坪3,970�1

31�800

1，000�73410,000�11

32�500

800
1，000

1，500

1,800�12,01012,81261,8267991，311�2

3

4

2

1

33�950

1，000

1, 150

1，300
1，400

1，500

1，700

2,200�14,522

19,095
3,011

3,310

1，000

4,848

1,775
1,712�1

4

1

1

1
3

1

1

34�1 ，000
1,100

1，2001
，5002,500�540

4,000

5,228

10,003
2,951�1

1

2
3

2

（市工場誘致委員会資料に

よる）

〔 第7 表〕誘致工場と敷地面積（昭和34年7 月31日現在）

年度 �昭和26 �〃29 �〃31 �〃32 �〃33 �〃34 �未決定

工場数�1 �3 �2 �12 �18 �7 �13

敷 地� 坪300,000�19,970�10,734�89,004�55,728�28,182�164,140

農地転
用 ��3,970�10,734�89,004�51，878�19,582�34,140

（農地転用以外は国有地払下，工 場跡利用等であ る）

昭和34年度中誘致の決定し たもの14，内定4 で合 計18工場に及

び全県の26％をしめ，工場数 では県下第一位をし めてい る。

〔 第8 表〕　　　　　　 春日井市の住宅建設（ 公営のもの）

戦時中の住宅 �����戦　後　の　住　宅

工廠労務者用 住宅 ����� 庶　　民　　 住　　宅

県　営 �戸数 �住宅公団�戸数213��県営 �戸数 �年 度�市営 �戸数 �年度�市　営�戸数�年度

熊　　 野�60 �ことぶき ���浅　山 �20 �昭27
和28�堀之内 �10 �

訃3�篠　木�20 �2930

土 井 囗�37 �鳥　　 住�182

�����天　神�32 �2930�春　見 �10 �23 �上八田 �67 �3132春　　 見�67 �黒　　 福�65

南 東 山�41
� � ���

��八幡�60 �232526�����勝　川�64 �31

32 ���

�東　野�23 �32曾 星 見�53
�����鳥居松�29 �����坂　下�10 �33幟 �81

��������追　新�10 �24
�����
�

�����牛　山�20 �33西八田山�27
��������旭 �10 �25 �����������町　屋�30 �33北　　 山�155
��������大和通�10 �25

桃　　 山�46

��������浅　山�30 �2
5
����������27

����������28

��������西本町�10 �27

��������杁ヶ島1　25��29
計 �567� 計 �460��計 �145�／ � ／ ���計 �345�／

（市総務課・民生課資料に よる）（昭和34年3 月末現在）
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みつつある。

これらの庶民 住宅 を始

め一般住宅 も本市にある

ものは普通住宅地 で， 大

都市にみられる如き高級

住宅地はまだ形成 されて

い ない。 これは王子 製紙

（ 社宅が ある）以外高額

所得者が少 く， 給与生 活

者の多 くは30万円以下（

全 休の72.5%) であ り。
（昭和32年）

他か らの転入者 も若い サ

ラリーマン層が主となつ

ていて高級住宅を必要と

する者が極めて少数だか

らである。（100 万 円以

上の所得者93名0．67％ ）

併し小牧面や田楽面の崖

端部や新第三紀丘陵及び
くら

高座 府南麓の傾斜地 など

は将来高級住宅地 となる

可能性を もつてい る。

次に戦後における本市

としての発展期にある昭

和25年より昭和33年に及

ぶ期間の家屋新築数を求

め，町別密度を算出し図

化したのが第7 図 である

図中勝川地区は各町 の面

積が狭小なた め高密度と

な り，一 方鳥居松町はそ

面積が広い ため密度はや

や低 くなつている。併し

鳥居松町 も1 ・2 丁目と7 ・8 丁目 とに新築数が多 く，各

丁 毎の小面積で密度を求 めれば鳥居松 了・8 丁目は寿町や

八事町 と同様高密度地区 とな るのである。この外篠木・上

条・王子等の各町に も新築数が多いが，全般的に下街道 に

そう鳥居松段丘面と春日井面とにその集中が みられる。以

上 のほか名犬国道や県 道小牧和爾良線 にそう地区，国鉄中

央線に そう神領・堀之内地X 等 に住宅 の新築が進められて

い る。

これらの家屋新築数を昭和33年末の世帯数で除して家屋

新築率を 求めると（ 第8 図 ）勝川地区 で50 ％を超え 芯地

域が， その西方や東方にみられ，昭和25年以降勝川駅を中

心とし た既成 市街地 の周辺の急速な住宅地化か明白である。

これに対し鳥居 松地区では駅の東方 と北部梅ヶ坪地域に50

％を超 える ものがあ り，瑞穂通・篠木・王子 の各町 に高率

地が みられ，広範囲に亘つて住宅 地化か 進行してい る。以

上のほか十三塚 。西八田 。大手田酉等の各町で50％をこえ

る ものがあるが， これ らは従来住宅 の殆んどなかつた所か，

又は極めて少数 の所に昭和25年以後の新築が集中して行わ

れたことを示す もので，上位の小牧面へ の住宅地化の進行

を物語る もので ある。

此等住宅 地化の促進には前述の県 営・市 営の公営住宅 の

建設と土地区 劃整理 事業 の遂行とが大きく役立つてい る。

特に昭和16年以来軍都 の整備事業として実施された勝川 。

鳥居松両地区 の土地区劃整理事業は著しい宅地化を齎して

い る。地区的の要求や地価の廉価等によつて政策的にたて

られる公営住宅 の建設を排し，先ず住宅地育成の目的から

公営住宅をたて，土地区劃事業を優先する必要がある。現

に施行中の味美 。勝川西の両地区は当然名古屋市に接続し，

その都市化の影響を うけ うべ き地区であり，土地区劃整理

事業 を施 行しな くて も宅地化はより促進される地区である。

1

1

第6図　　　　都市計画用途地域図

第7 図　家屋新築密度図　（昭和25年 より同33年まで の新築数）



それよりも市の核

心部となるべき鳥居

松地区の市街地

化を促進するため

春日井駅前地区や

中部地区（鳥居松

と勝川との中間）

の土地区劃整理事

業を施行すること

が必要である。

4。 地域区

分

前項の機能的地

域の検出に使用し

た各分布図 の外，

人口密度図（第9

図）・人口増加率

図（省略 ）を地形

区:分図（第2 図 ）

の上に重ね合せ本

市の地域区 分（第

10図 ）を実 施 し

た。以下各地域 の

性格につい て記 述

する。

①A （春日井

面）地区

沖積屑 の春日井

面 。現堆積面を主

体とし，一 部鳥居

松面 の延長部 を含

めてA（百日井面 ）

地ぼとし，その中

，中央の春日井駅

と王子製紙工場 と

をもつ中部地域をAb

とし，その東

部をAa ， 戸部をAc

と3区分した。

第8 図　　　　　 家屋 新築率（昭和25年より同33年 までの新築数）

第9 図　　　　人　　囗　　密　　度　　図　(1955 年）

第10図　　　　　 圸　　 域　　区　　 分

A春口井面地区　B鳥居松面地区　C小牧面地区　D田楽面地区
E内津川流域　　F高蔵寺地区　　G外之原丘陵

－12 －



Aa一水田経営を主とする純農村地域で

都市的要素とみられる商店や工場の数は極

めて少数である。併し戦時中熊野に労務者

住宅（第1図）が燧石，戦後堀之内に最初

の市営住宅（昭和23年）がたてられ，続い

て国鉄中央線の神領駅が開設昭和26年）

され，更に神領地内に工場 も誘致（ 昭和32

年 ）された。このようにして昭和30年一33

年にかけての世帯増加率は6 ．7％で市平均7

．6％に接近し ，農地 から宅地への地目変

換件数 も同期間（30－33年 ）は以前（25－29

年）に比して8 倍に激増し ，最近に都市

化の進行を見つつあ る地域である。

(20)当地域の明治7年の人口密度は1平方粁

425人をしめ，洪積層の鳥居松面。小牧面

や田楽面 を凌駕していたのである。尤 も小

牧面で も新木津用水 のかか る水田地域はこ

の庄内川の沖積面と略同比率をしめていた。このように

明治7 年 当時は水田地域が最高の人口密度を有

してい たが，現在は1 平方 粁640人で，明治7 年の

約1．5倍となつてい るにす ぎない。　併し前述の如 く

今後は都市化の進行により， 人口増加は漸次顕著 と

か乙であ ろう。

Ab－Aaと同様に曾つては水田経営を主とする純

農村地域であつたが，昭和2年国鉄中央線の鳥居松

駅(昭和21年春臼井駅と改称)が開設され，更に昭和

14一15年に名古屋造兵廠鳥居松製造所が設置されて上

条町一帯は著しく都市化された。戦後工廠跡に王

子製紙工場が誘致(昭和26年…28年4月竣功)され

，駅前から上条町にかけての市街地化は促進され，

商店率 も6． 1％ と高まつた。昭和25 －33 年にかけて

の家屋新築数 も市全体の12， 6％をし め， 後述の中心

市街地Ba につぐ高率を

しめてい る。従つて明治

7 年の人口 密度一平方粁

456 人に対し， 昭和33年

は1,580 人と3．5倍の増加

をしめし ，Aa に比し著

しい増加をみてい る地域

である。唯昭和30年から33

年にかけての世帯増加

率 を とつて みると，－0.9

％と減少を示し， 王

子製紙工場の工 事完了後

においては人口の増加が

やや停滞をみせてい る。Ac

一庄内川 の現堆積

面 にあつてAa と同 様，

〔第9表の1〕　　　　　　　　地　域　の　性　格

地域 �

明治7

年人口

数 �

同

人口密

度 �

昭和33
年人口

数 �

同

人口

密度 �

明治7 年100
とし

て昭和33
年指数 �

昭和30
－33年
世帯増
加率 �

商店率

商店数/世帯×100(昭33） �

商店密度1.000

人

当り

A  a �
人1,711� 人425� 人2,566� 人640�150 � ％6.7� ％3.6� 店7.0

b �1，770�456�6,150�1，580�348 �－0.9�6 ．1 �14.0
C �1，752�435�1,719�402�97 �3.0�2 ．0 �4 ．1

Ba �1,584�272�23,950�4,110�1 ，510�15.4�8.5 �18.9
b �1,995�250�3,361�625�348 �7.9�0 ．6 �1 ．2
C ���3,524�1，460 ��3.3�9.3 �18.5

C  a �2,704�319�4.266�504�158 �12.9�2.7 �5.4
b �2,746�472�4,345�748�158 �6．3�3.5 �6.9

D �1,917�246�5,808�745�303 �0．5�4 ．3 �9.0
E  a �1,958�432�3,864�700�190 �－1 ．6�3 ．6 �6.7
b �3,040�186�4,740�280�156 �4．1�8 ．1 �16.7

F �1，062�167�4,917�770�462 �0．9�11.8 �24.6
G �1,694�95 �2,434�136�144 �－3.0�2.2 �4 ．5

計．平均�23,933�257�72,158�776�302 �7．6�6.4 �13.5

〔第9表の2〕　　 地 域 の 性格

�誘致工場(34年7月末)��戦時中労務者住宅��
市 営 住 宅(
昭和33年)

�工場数�敷　地 �戸数 � 比 �戸　数 � 比

A  a �1 �
坪5,666�60 � ％5.9�10 �2.9

b �2 �300,299�118 �11.5 �25 �7.3
C �10 �77,443

Ba �10 �32,513�583 �56.7 �(
県営145100.0)
�����140�40.6

b �3 �12,264 ���10�2 ．9
C �4 �12,579 ���10�2 ．9

C  a �2 �5,312 ���90�26.0
b �5 �30,192 ���20�5.8

D �4 �12,306�266 �25.9 �30 �8.7
E  a

b �1 �6,344
�

－

��10 �2.9
F �1

�8,600
G
計 �43 �503,698�1，027�100.0�345 �100.0

〔第9表の3〕　　 地 域 の 性 格

地域 �
昭和25－29年までの件数 ���昭和30一33年までの件数(25-29年

を100とした指数) ���
昭和25年－33まで

家屋新築数

�農地より宅地へ地
目変換 �

宅地
分割 �家屋新築�地目変換 �宅地分割 �新築数 � 数　丿　比

A  a �61 �8 �30 �128(800)�10(125)�49(164)�79 �3.1
b �77 �6 �200 �40(52) �7(117) �121 (61)�321 �12.6
C �19 �2 �16 �772(406)�22(1,100)�29(182)�45 �1 ．8

Ba �243 �94 �445 �463(190)�402(428)�766(172)�1,211�47.5
b �23 �17 �40 �138(600)�141(837)�74(185)�114 �4.5
C �39 �21 �37 �96(246)�29(138)�59(159)�96 �3.8

C  a �20 �5 �1　60�62(310)�17(340)�94(157)�154 �6．0
b �12 �4 �，　32 �112(933)�13(325)�58(181)�90 �3.5

D �33 �3 �:　32 �144(436)�0 �64(200)�96 �3.8
E  a �51 �12 �56 �46 ㈲）�9(75) �61(109)�117 �4．6
b �53 �73 �50 �44(83) �19(2G) �40(80) �90 �3.5

F �163 �162 �1　38�69(42) �78(48) �44(106)�82 �3.2
G �22 �22 �j　22�29(132)�J　　　　5(23)�33(150)�55 �2．1

計 �771 �429 �1，058�2143(288)�752(175)�1,492(141)�2,550�100.0

(明治7年の人口は東春日井郡農会史による，その他は春日井市役所各課の資料による)
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水田経営を主とする純農村地域で

ある。明治7年の人口密度は1平方

粁435人で，当時は高密度地帯で

あつたが，現在は1平方粁402人と

前者を下廻つている。尤も明治7

年の人口中には松河戸新田（現在

の松新町）が加かつているため，

これを除いて計算しなければな

らない。併し明治7年の新田の人

口は不明であり，叉その数はそれ

程大きなものとは考えられないの

で，その人口数を差引かなくても

当時の人口密度としては大きな相

違はないものと思う。従つて当地

域は明治以後殆ど人口増加をみな

かつた地域といえるのである。こ

こは地蔵川・八田川・庄内川の合

流点に当り，洪水期に屡芸水をみる地区で，これが人口増

加を妨げた一因となつている。然るに昭和32年以来10工場

がこの地区に誘致され，その敷地7．7万坪が農地から転用

されるという極めて新しい都市化地域となつた。農地から

宅地への地目変換件数（25一33年までの計）でも全市域の

27.1%という最高比率をしめ，特に昭和33年の農地潰滅面

柆も全市の23．5％（5町9反6畝）をしめ，その中94.4％（5

町6反3畝）が工場用地に転用されているのである。尚当地

域は自然的背景の項でも指摘した如く工業立地上自然的条

件に恵まれ，殊に名古屋市に近接した交通至便の地である

ため，市としても昭和33年11月に工業地域に指定している。

県営による地蔵川付替工事の完成によつて湛水の害を排除

すると共に，主要道路や用排水路を完備し，敷地交渉につ

いても地主との談合を容易にし工場の進出をたやすくする

方途が講ぜられねばならない。以上工業用地としてはAcを

始めAb, Aa等のA地区は何れも共通した適地条件をもつ

〔:第9 表の4 〕　　　　　　　　 地　　 域　　 の　　 性　　格

圸　域 �
面　　積 ��明治11年�昭和33年� 昭和33年 ��同 �1人当り

所得 額�平方粁� 比 �耕地 �耕地 � 田 � 畑 �1戸当耕 地

A  a �4. 022�
％4.3� 反2,677.7� 反1,933.6� ％67.8� ％33.2� 反6.0� 万円21.6

b �3.899�4.2 �3,007.5�1,285.2�66.2 �33.8 �4 ．9 �37.8
C �4.280�4 ．6 �2,284.5�1，452.7�78.5 �21.5 �5.8 �23.5

B  a �5.813�6 ．3 �2,743.9�2,603,3�74.2 �25.8 �5.3 �23.6
b �5.374�5 ．8 �3,011.9�2,928.7�80.8 �19.2 �7.3 �21.6
C �2.420�2 ．6 ��1，092.7�90.2 �9.8 �5．6 �20.2

C  a �8.485�9. 1 �4,185.7�3, 665.4�48.1 �51.9 �7.2 �19.9
b �5.813�6 ．3 �4,472.4�4,1 03. 4�73.1 �26.9 �6.8 �20.2

D �7.804�8 ．4 �2,883.1�2,881.0�51.2 �48. 8�6.5 �18.6
E  a �4.520�4.9 �2,586. 9�2,566.0�67. 5�32.5 �5.7 �18.5
b �16.360�1 7. 5�2,598.3�3,017.3�46.7 �53.3 �5 ．3 �1 9. 5

F �6.360�6.8 �1,041.3�1，192.1�64.6 �35.4 �4.2 �22.3
G �17,880�19.2 �1,854.2�2,266.6�61.9 �38.1 �5.7 �18.0

計・平均�93,030�100.0�33,347.4�30,959.0�65.1 �34.9 �6 ．0�22.8

(明治11年の耕地は東春日井君5農会史による，その他は市各課の資料による)

〔第9表の5〕　　　　昭和33年春日井市の地区別転用目的別面積（第5条）

地

域 �

個
人
住
宅 �

借家
市営
住宅 �

建
売
住
宅 �

職人
住宅
寄宿
舎

�店

舗
�

倉 物 庫

置

��

難

舎 �

工
場
用
地 �

道路�農用

水
路 �

病

棟 �

校

舎 �

そ

の

他
� 計

�

比

率

A  a �12.1111.1�41.0637.4 ���2.101.9 �����54.2249.6 �����110.19100.0�4．3

b �31.0242.5��3.265.3��2.002.7���1.101.8�5.077.3�1.091.6�28. 0938.8 ����73. 03100.0�2.9

C �16.042.7 ����1.100.2 ����562.2694.4�15.232.7 �����596.03100.0�23.5

B  a �251.0237.6�12.111.8�26.033.9�5. 00|54.210.8  |　8.2��
�24.053.6�4.250.8�272.2541.0�9.181.4�5.210.9 ����666.11100.0�26.3

b �77.1389.0 ��������6.046
J9 ��250.9 ��2.263.2��87.08100.0�3.5

C �8.059.9 ����210.9 ����14.1718.0�180.7�56.2670.5 ����80.27100.0�3.2

C  a �29.0714.9 ����1.200.6 ����127.1165.1�12.036.1�2.161.3 �23.181　12.0 ���196.15100.0�7.8

b �70.1741.2�71.0941.6��200.4�14.138.4 ����5.293.5 ��8.104.9 ����171.08100.0�6.8

D �5.192.1�59.1222.7 ���3.051.2 ����176.0467.5�15.246.1 ���1.000.4 ��261.04100. 0�10.3

E  a �25.0426.4 ����2.002.1��2.243.0 �������64.2768.5�94.25100. 0�3.7

b �18.2613.6 ����200.5��200.5 ��97.1070.4 �����20.2115.0�138.07100.0�5.5

F �28.1372.5 ����2.015.1��161.3 ��8.0921.0 ������39.09100.0�1 ．5

G �10.1261.5 ���6.1638.5 �����������16.28100.0�0.7

計 �畝584.15�｜184.04�29.29�12.06�86.01��28.05�6.05 �1，276.22�109.27�102.17
�23.18

� 3 . 2 6
� 8 5 . 1 8

�　

畝12,532.17
�100.0

(市農務課の原簿より松井貞雄氏集計)
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てい る地域である。

②　B （ 鳥居松面）地区

洪積層の鳥居松面 をB 地区 とし ，その中を下街道に沿う

市街地をBa ，名犬国道にそう味美地域をBc ， その中間をBb

の3 地域に区分した。

Ba─馬居松面の崖端部に位置し，下街道に沿う商店街

（鳥居松・勝川の両地区を含む）を核としてその周辺の住

宅地を包含する本市の中心市街地である。当地域内の商店

街については前述の如く，街道町を基盤としているため，

城下町に存続する老舗を欠き，その商店密度も1,000人当

り18.9店で(21)，県内の都市平均24.2店に及ばず，隣接の小牧

市（19.3 店 ）や瀬戸市（20.3 店）より も低位にある。 これ

は当地域が住宅地 として多数人口の集積をみてい るのに比

し ，商店の増加が それに伴 わない ことを示すものと考える。

即ち当地域が名古屋大都市圏内にあつて その影響を うけ,1

店当 りの月間販売額 も低く商店 の発展が抑制されてい ると

い えるのではなかろ うか。この点 守山（11.7 店）・稲沢（11.6

店 ）の両市が共に商店密度（1,000 人当り ）が低く，1

店当 りの月間販売額（ 守山23.4万 円，稲沢18.5 万円 ）も低

位にあ り，大都市圏内の都市とし ての共通性が うかがえる

のである。

一方住宅地とし て戦時中の労務者住宅の56.7 ％を始め，

戦後県営住宅の100％，市営住宅 の40.6 ％は当地域に建設

されている。特に昭和25年から33年にかけての家屋新築数1,211

戸は市全 体の47.5％をし め，本市における住宅 の集

中地 となつてい る。この点 昭和33年度中農地法第5 条によ

る農地潰滅面積は全 市の26.3 ％ （6 町6反6畝）で市内最 高

をし め,その中個人 住宅へ37.6 ％,工場用地に41％転用さ れ

ている。以上の数 字が示 す如 く当地域は叉工場用地 ともな

つている。即ち昭和26年以後10工場（ 敷地面 積32,513坪 ）

が誘致され，住宅 の背後 に工場が建設されつつある。 この

ように当地域内は商店・住宅・工場等が混在し てい るが，

工場誘致は前 述のA 地区に集中し ，主要道 路に そつて商店

街 背後地を住宅地とし てその発展を図 るべ きである。兎に

角当地域は本市中市街地 として発展した地域であり，全市

の僅か6.3％の面積をしめる 範囲に水道・ガスの施設が普

及し ，都市公園8 ヶ所（ 全市で9 ヶ所）が集中してい る。

従つて明治7年 の人口 密度は1 平方粁272人であ るのに対し

昭和33年は4.110 人 となり， 昭和30年 より33年にかけ この

世帯 増加率 も15.4％をし めてい て市街地 として の性格はよ

く認められるが，前述の如 く市域の核心となる繁華街を も

つまでの発展 はみられない。

Bb ─Ba と同様鳥居松面 にあつて， その西方に接続する

農業地域であ るが，Ba に接し漸次都市化が 進みつつあ る。

明治7 年 の人口密度1 平 方粁250人であ るのに対し,昭和33

年は625人 と3.5倍の増加となつてい る。今当地域内で農地

から宅地への地目変換や宅地 の売買に よる分割件数を調べ

てみると昭和30年以後とそれ以前（ 昭和25─29年）とでは

6─8倍に増加し，家屋新築数も以前に比し以後は1.9倍

になつている。昭和33年度中農地法第5条による農地潰

滅面積は全市の3.5％で面積（8反7畝）としては多くは

ないが，その中89％が個人住宅用に転用されており住宅地

化が進みつつある地域である。工場も昭和30年以後3工場

（敷地12,264坪）が誘致され，更に最近ダンボールの4工

場敷地の候補地がある。この様に当地域内に住宅や工場が

入り混つて無計画に建設される状態は好ましいものではな

く，工場は当然他の適地に集中させる必要が認められる。

Bc─Bbと共に鳥居松面にある農業地域であるが，名

鉄小牧線（昭和6年）と名犬国道に沿つているため商店率

（9.3％）も高く，商店密度（1,000人当り18.5店）もBa

と略同率となつているが，商店街の形成は十分でない。即

ち商店は国道に沿つて直線状にのびているが，その間に農

家や工場が介在し店舗の連続性がみられない。又名鉄小牧
（22）

線の味美・春日井の各駅前の商店街が軌道の敷設（昭和6年）

の比較的古いのに比して殆ど形成をみていない。これはこ

の線が敷設当時ガソリン車であり，而も名古屋市内の上飯

田が終点で当時市電と直結せず名古屋市内との交通が不便

であつたことなどで戦前は余り利用されなかつた。戦時中

の昭和17年電化されその後市電も延長されて，小牧線と直

結するようになつたが現在でもその乗降客は毎日1,000─

1,500人程度で国鉄春日井駅のⅠ/6乃至Ⅰ/9程度という貧弱さ

が商店街 の発展を妨げてい る要因である。この地域は家屋

の新築数 も国鉄中央線の沿線に比して低く， 昭和33年中農

地 法第5 条によ る農地潰滅面 積も全市の3.2％といつた低率

であ り，世帯増加率（30 ─33年 ）も3.3％ といつたように

都市化の進行は名古屋市に直結する路線を もち乍 らBa に

比して著しく遅々としてい る。併し当地域 の南部は名古屋

市に接し，土地区劃整理 事業 も施行中であり，誘致工場 も

増加 の傾向にあるので今後 の都市化は顕著とな るであろう。

明治7 年の人口密度一平方粁250 人であるのに対し現在は1,460

人でBa につぐ密度を有してい る。

③　C （小牧面 ）地区

しんこつつ
小牧面 に当 るC 地区 の中を新木津用水の灌 漑をうけるCb

と，それをうけないCa の2 地域 に区分した。

Ca ─ 小 牧面 にあつて畑作農業 を主 とする地域であ る。

明治7 年の人口密度は1 平方粁319人であるのに対し 昭和33

年は504人と1.6倍の増加とな る程度である。併し最近県

道小牧和爾良線にそつて鳥居松地区からの住宅化が進行し

つつあ る。そのうち市営住宅が上八田と東野に90戸建設さ

れ， これが今後小牧面 の住宅地化を促進するものと考えら

れる。他方2 工場（ 敷地5,312 坪 ）が誘致されている。即

ち昭和33年中農地法第5 条による農地の潰滅は全市の7.8

％でBa ・Ac ・D につぐ面 積（1 町9 反6 畝）をしめ，そ

の中65.1 ％は工 場用地 となつている。然し当地域の大部分

は将来愛知用水 の灌域 となるので，寧ろ農地として残置し，

果樹園芸地域 としての育成を図 るべ きで，その中Ba に接
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する南部地区は漸次住宅地 に転用し，工場の立地は出来 る

だけさけたい地域である。

Cb ─Ca と同じ小牧面にあるが，新 木津用水の灌漑を

うける水田農業地域であ る。明治7 年の人口密度は1 平方

粁472人で畑地域より高いが，現在は748 入で明治7 年 の1.6

倍程度であ る。　併し昭和30年以後農地より宅地へ の地

目変換件数 は増加し，特に昭和33年中農地法第5 条による

農地潰滅面 積は全市の6.8％をし めてCa とならび特に住宅

地への転用が82.8 ％をしめてい る。 これ らの住宅は宮町 に

集中してい る。 これに対し牛山町に2 工場（ 敷地18,371 坪 ）

が誘致され，更に前 並町に4,000 坪の窯業工 場の敷地が決

定し た。現在まで当地域 としては5 工 場30,192坪の決定を

みてい るが，Ca と同 様，農地として保存し近 郊式農業の

振興を図 り将来都市の膨脹に伴つて漸次住宅地化すべ き地

域であ る。

④　D （ 田楽面）地区

田楽面と更に上位の桃山面とを一括してD地区とした。

D─戦時中田楽面の桑園に名古屋造兵廠鷹来製造所及び西

山分工廠が設置され，桃山・北山・黒福等の労務者住宅が

建設され，軍の施設のゆえにAbと共に急激な人口増加を

みた地域である。　明治7年の人口密度は一平方粁246人で

あつたのに対し昭和33年は745人となり，前者の3倍の増

加となつている。鷹来工廠跡の一部には昭和25年名城大学

農学部が設置されたが，尚13万坪の土地が残されている。

この土地に対し現在工場誘致の話が進められている。併し

この工廠跡の周辺に既に4工場（敷地12,306坪）が誘致さ

れており，昭和33年中農地法第5条による農地潰滅面積も

全市の10.3％をしめBa・Ac につぐ高率地（面積2町6反

1畝）で，その中の67.5％は工場用地に転用されており，

住宅(24.8 ％) のそれを上廻つてい る。 この工廠跡をとり

まく地区は本 市の北部におけ る準工業地域としA 地区 と共

に工業用地 とすべ きであ る。

⑤　E （ 内津川流域 ）地区

内津川 流域をE 地区 とし，その中を下流Ea ，上流Eb の2

地域に区分した。

Ea ─ 内津川の下流域で地形 的には鳥居 松面に該当する

が，内津川 よりの用水によつて灌漑され水田農業地域とな

つてい る。従つて地域的 性格はA 地区 と類似し，明治7 年

の人口密度は1 平方粁432 人 でA 地区と同様当時は最高密

度を有してい た。これに対し現在の人口密度は700 人で明

治7 年の1.9倍の増加にすぎない。　特に昭和30年 より33年

にかけての世帯数は-1.6 ％ と減少をみてい る状況であ る。

都市的要素 とみられる商店や工場の数 も少なく純農 村地域

で農業の振興 の期待される地区であ る。

Eb ─ 内津川の上流域で畑地が卓越し， 畑作農業 を主

とする地域である。これは内津川が天井川をなし 間歇 河川

で，当地域内では河川水をひ くことが不可能だか らであ り，

水田は溜池によつて灌漑されている。従つて当地域は江戸
（23）

中 期以後に開拓されたものが多 く，明治7 年 の人口密度は

1平方 粁186人で，水田地域の400人台 に比し 半分以下の比

率であ つた。 その後の人口増加 も著し くな く，昭和33年の

人口 密度は280人で，明治7 年の1.6倍にすぎない。地域の

商店率（8.1％ ）や商店密度（1,000 人当 り16.7店 ）が市内

では高率をし めているのは，坂下の商店街が存在す るから

であ る。又坂下町は曾つて製糸 業の一中 心地を形成してい

たが，現在 も零細工場が集積し，最近繊 維工 場(6344 坪 ）

の誘致 も実現し，小工業地を形成してい る。 今後当地域内

の畑地は果樹園芸に よつて その生産力を高め農業地城 とし

ての発展 を図 るべ きであるが，その核心とな る坂下町は日

用品買物町としての役割を果す近 郊市街地として育成すべ

きであ る。

⑥　F （高蔵寺）地区

高蔵寺・玉野の両町を併せてF 地区 とした。

F ─当地区は国鉄中央線に 沿い高蔵寺・定光寺の両駅を

有してい る。この駅 の設定（ 明治33年 ）によつて地域内の

人口は増加し,明治7 年 の人口 密度1 平方粁167人が昭和33

年には770人となり, 4.6 倍の増加である。戦時中木附に補

給廠がおかれ，これは現在自衛隊に引つがれてい るが ，こ

の設置による周辺地へ の影響は 殆どみ られない 。戦後だけ

でみると，人口 の増加は停滞し，昭和30─33年 の世帯 増加

率 も0.9 ％にす ぎない。農耕地 も狭小な段丘上に限られ，1

戸平均4.2反 とい う零細性で兼業農家が70 ％（ 昭和30年

臨時農業 センサスに,よる ）以上をしめる地域であ る。併し

当地域 の商店率(11.8 ％) と商店密度（1,000 人当 り24.6

店）は共に市内最 高で，高蔵寺駅前を中心とし て最 寄品 商

店街が形 成されてい る。一方駅の西方には工場が 集積し，

市内東部におけ る有力な商工業の一 核心地を形 成し てい る。

人口増加の停滞する当地域 としては高座山南麓の景勝地に

住宅団地を 造成し ，更に玉野川渓谷の観光資源を開発し，

特色ある近 郊市街地 として の発展を図 らねばならない。

⑦　G （外之原丘陵）地区
とのはら　　しらやま

新第三紀丘陵の侵蝕谷に立地する外之原・白山・庄 名・
はざま
廻間の各町 を一括して外之原丘陵 としG 地区とした。

G ─　侵蝕谷の水田を主 とし丘陵斜面の畑 地を従とする純

農業地域で，F と共に通勤兼業農家（70 ％以上 ）が多 く，

通勤用の国鉄バスが高蔵寺駅から細野まで 通じてい る程で

ある。併し人口の増加は停滞的 で，明治7 年 の人口密度は

一平方 粁95人であるのに対し，昭和33年は136 人で，前者

の1.4倍の増加であり，市内最低 の人口 密度である。　当地

域 も戦後は人口の減少をみてお り昭和30─33年の世帯数 も-3.0

％ と減少をみてい る。地域内は 丘陵性 の未開発地であ

るが，観光資源開発の可能地で もあ り，丘陵地を果樹園と

して開拓し酪農を導入し ，観光施設 と結合することによつ

て地域の発展が期待される。

以上各地区の性格を述べて きたが 本市の中心となるのはBa

の市街地で，これに隣接するAb ・ Ac・ Be の各地域

に都市化が及んでお り， その 範囲は 本市の都市計画用途地

域 と略一 致するものである。
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5. 地域構造上からみた問題とその対策

以上本市の地域構造について考察したが，それから出て

くる問題点 を指 摘して みると次の如くである。

第1 に商店街が4 地域に分散配置しており，而 も統一 核

となる中心商店街を欠いてい ることである。

第2 に大都市名古屋の発展によつて外部へ遠心的 に移動

する工場を本市内の国道19 号線や国 鉄中央線の沿線に受け

入れてい るが，全 体としては 分散的 立地で，用途地域たる

工業地域への集中をみていない。殊に最近は工場側・地 主

側の要望により無 計画に用途地域外に敷地の決定をみる状

況であ る。

第3 に名古屋市に近接してい るため， そのbed town の

役 割を 果し，特に国鉄中央線にそう勝川・鳥居松地区に 住

宅の集中を みている。併し地区的要求や地価の廉価な点か

ら政策的に公営住宅のたてられる傾向があ り，生産緑地帯

内に無計画に 新築されつつある。

第4 に本市内を地域区分してみると，下街道に そう市街

地のBa 地域のみに都市施設が集中し，所謂都市地域 とい

い うる状況であり，その 他は農村地域として計画から除 外

されてい る。

以上の問題点 につい て考慮 さるべ き具体的な対策につい

て考て えみる。

第1 に強力な都市的核心地区 を育成す るよう計画さるべ

きである。その方法としては，本市の人口重 心に近い地区

に,市庁舎を始 め，国や県 の出先 機関たる官公庁や公会堂・

図 書館・郵便 局・市民病院・高校等の諸施設を 集中す るこ

とで ある。現在本市で建設中の新市庁舎は人口重 心（篠 木

町2 丁目 ）よ り約1,000m 程西にずれる程度で，図 書館・

郵便局・電報電話局等は既にその近接地に設置されており，

その他の施設を集 中すべ き余地 も新市庁舎の周辺には十分

に,存在し，核心地区形 成の計画遂行の資格を備えている。

要は各施設 の集中化への努力であ る。 この核心施設に接す

る鳥居松の商店街をして若い サラリーマン層を対象とする

近代的 店舗に 切りかえ，専門品店 の増加を図る と共に映画

館 その他娯楽施設を結集し，ここを 所謂中 心繁華街に育成

す ることである。かくして公共地区・商店街・娯楽街など

の全ての施設を同一 地区 に集中し ，各 種施設の機能を結合

す ることによつて市民を集りやすくし， ここを本市の強力

にして魅力 のあ る都市核心地区とすることであ る。
（24）

第2 に 本市の都市計画用途地域 は住居地域65.7 ％・商業

地域4.6％・準工業地域7.7. ％・工業地 域22.0％ となつて

お り，県内各都市に比し，（ 表10）商業地域 の比率が低く

，住居地域の比率がやや大で，大都市の近 郊住宅都市的性

格がよく示されている。一方工業地域は準工業地域をふく

め30％に近 く，工場誘致への強い意欲 もよく表 われている。

併し前に も指摘した如く現 在用途地域外への誘致 も行われ

つ つある。この際南部のA 地区 の外，北部のD 地区 の西部を

準工業地域 とし，南北に両工業地域を策定し ，誘致工場は

この地域に集中し，生産緑地への 進出は抑制すべ きである。

又住居地域について も前記核心地区の育成の観点から鳥

居松地区 周辺の土地区劃整理事業を促進し，国鉄中央線の

複線化によつて増加する乗降客を収容するにたる中央駅と

しての春日井駅 と駅前広場とを整備し， これと核心地区と

を直結する計画が必要であ る。

第3 に以上の計 画に血を通わせる動脈の 働きをするのが

交 通網の整備である。従来本市の鉄道・ 軌道・道路等の総

てが名古屋市に結ば れ， その近郊住宅 都市たる ことを運命

づけている。反面市内 の各主要集落が有機的に結合されて

いないのであ る。前記核心地区を中心に既設 の道路及び新

設 の ものを 含めて放射状・環 状の道路網を設定す る必要が

ある。これによつて人の流れが自然に核心部に向い統一核

となる地区 を育成する ことになる。 市街地化が十分に進ま

ず，又農 村集落が分散配置する本市にとつて これら諸計画

を樹立するのに現 在は良い機会である。

第4 に本市は名古屋市を中心 とする10─15Km圈にあつて
（25）

愛知県地方計画では 周辺緑地帯と なつてい る。 この 大名

古 屋市の 都市計画とにらみ合せ て本市の用途地域や公園緑

地を 策定し，同時に生産緑地帯に当 る農村には果樹園芸や

酪農を導 入し て農業生産力を高めなければならない。 この

よ うな広域都市計画の立場から全市バランスのとれた企画

が望まれる次第である。

本稿は春日井市調査報告の一 部を補正した ものである。

この稿を草するに際して限 りな き指導を与え られた伊藤教

授，多 くの助言をい ただいた井上・高野両助教授，松井助

手の諸氏，及び春日井 市役所の各課で心よく資料を提供 さ

れた方々に対し心からの感謝をささげ る。

〔第10表〕　 都市計画用途地域面積比率（ 昭和32年8 月現在）（春日井市は昭和33年11月指定）

�用途地域�春日井 �東京 �大阪 �名古屋 �豊　橋 �岡　崎 �一　宮 �瀬　戸 �半　田 �刈　谷 �挙母(豊田)
�住居地域�65.7 �60.6 �44.0 �50.4 �61.0 �61.0 �35.4 �52.3 �57.4 �49.7 �55.5
�商業〃�4.6 �12.6 �10.5 �14.6 �8.8 �7.7 �6.2 �6.4 �2.7 �7.7 �6.9
�準工業〃�7.7 �10.0 �20.6 �8.0 �10.0 �12.5 �33.4 �38.4 �20.7 �18.8 �16.1
�工業〃 �22.0 �16.8 �24.9 �27.0 �20.2 �18.8 �25.0 �2.9 �19.2 �23.8 �21.5
�計 �100.0�100.0�100.0�100.0�100.0�100.0�100.0�100.0�100.0�100.0�100.0

(1957年版日本都市年鑑に よる)
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